
【財務諸表に対する注記】

1. 継続組織の前提に関する注記
継続組織の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況はない。

2. 重要な会計方針
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他の有価証券
時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法によっている。

(2) 固定資産の減価償却の方法
有形固定資産および無形固定資産（ソフトウェア）は、定額法によっている。

(3) 引当金の計上基準
① 賞与引当金

職員等に対する支給見込額のうち、当期に帰属する額を計上している。
② 退職給付引当金

職員に対する期末退職給付の自己都合要支給額に相当する額を計上している。

(4) リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

(5) 消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

3. 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。



4. 基本財産及び特定資産の財源等の内訳
基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

5. 担保に供している資産
該当なし。

6. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

7. 保証債務等の偶発債務
該当なし。

8. 金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

当法人は、公益目的事業の財源の相当部分を運用益により賄うため、債券により資産
運用する。なお、デリバティブ取引は行わない方針である。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク
投資有価証券は、債券であり、発行体の信用リスクにさらされている。

(3) 金融商品のリスクに係る管理体制
① 資産運用規程に基づく取引

金融商品の取引は、当法人の資金運用規程に基づき行う。
② 信用リスクの管理

債券については、運用の状況を定期的に理事会に報告する。



9. 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

10. 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
該当なし。

11. 関連当事者との取引の内容
該当なし。

12. 重要な後発事象
該当なし。

（単位：円）

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上
の記載区分

補助金

事業運営経費 北九州市 0 32,600,000 32,600,000 0 -

助成金

国際交流事業実施経費 吉川育英会 0 100,000 100,000 0 -

合　　　計 0 32,700,000 32,700,000 0 -


